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平成 13 年 3 月期    個別財務諸表の概要                   店 
     平成 13 年 5 月 25 日 

会 社 名  東洋合成工業株式会社 登録銘柄 
コ ー ド 番 号  4970 本社所在都道府県   千葉県 
本 社 所 在 地  千葉県市川市上妙典 1603  
問 い 合 わ せ 先  責任者役職名  常務取締役経理部長 TEL  (047)327－8080 (代表) 

  氏        名  青   木   久   昂  
決 算 取 締 役 会 開 催 日  平成 13 年 5 月 25 日 中間配当制度の有無   有 
定 時 株 主 総 会 開 催 日  平成 13 年 6 月 22 日  
 
１．12 年 3 月期の業績 (平成 12 年 4 月 1 日～平成 13 年 3 月 31 日) 
  (1) 経営成績                                      記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 
 売  上  高 営  業  利  益 経  常  利  益 

  百万円  ％  百万円  ％  百万円  ％ 
13 年 3 月期 9,690  5.2  1,389  1.6  1,152  10.3  
12 年 3 月期 9,214  12.9  1,367  144.9  1,045  315.8  
             

 当  期  純  利  益 
１ 株 当 た り  
当 期 純 利 益 

潜在株式調整
後１株当たり
当 期 利 益 

株主資本当
期純利益率 

総 資 本      
経常利益率 

売 上 高      
経 常 利 益 率 

  百万円  ％ 円 銭 円 銭  ％  ％  ％ 
13 年 3 月期 706  25.2  101 05 ― ― 15.3  5.7  11.9  
12 年 3 月期 564  △61.4  93 57 ― ― 15.8  5.5  11.3  

(注) 1．期中平均株式数 13 年 3 月期   6,993 千株 12 年 3 月期   6,034 千株 

  12 年 3 月期におきましては、平成 12 年 3 月 16 日を払込期日とする公募増資を行っております。 

    2．会計処理の方法の変更          無 

    3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

  (2) 配当状況 
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配 当 金 総 額 

 
  中   間 期   末 ( 年 間 ) 

配 当 性 向 
株  主  資  本 
配   当   率 

 円 銭 円 銭 円 銭  百万円  ％  ％ 
13 年 3 月期 10 00 5 00 5 00 69  9.9  1.4  
12 年 3 月期 8 00 ― ― 8 00 55  9.9  1.3  

 

 (3) 財政状態 
 総  資  産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

  百万円  百万円  ％ 円 銭 
13 年 3 月期 21,203  4,886  23.1  698 74 
12 年 3 月期 18,936  4,334  22.9  619 76 

(注) 期末発行済株式数 13 年 3 月期   6,993,390 株 12 年 3 月期   6,993,390 株 

 
２．14 年 3 月期の業績予想 (平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日) 
 売  上  高 経  常  利  益 当  期  純  利  益 

  百万円  百万円  百万円 
中 間 期 4,400  170  90  
通 期 9,750  600  300  

(参考) １株当たり予想当期純利益 (通期) 42 円 90 銭 
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１１．個 別 財 務 諸 表 等 

                              貸 借 対 照 表           
  (単位：千円、端数切捨て) 

第 50 期 
(平成 12 年 3 月 31 日現在) 

第 51 期 
(平成 13 年 3 月 31 日現在) 

期   別 
 
科   目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 

( 資  産  の  部 )   ％   ％  
Ⅰ 流 動 資 産        

 1. 現 金 及 び 預 金  2,417,526   2,277,522   
 2. 受 取 手 形  224,887   166,004   
 3. 売 掛 金  1,503,091   1,577,871   

 4. 製 品  2,369,429   2,543,081   
 5. 原 材 料  387,667   359,066   
 6. 仕 掛 品  95,430   97,270   

 7. 貯 蔵 品  41,681   34,524   
 8. 前 払 費 用  36,346   44,082   
 9. 繰 延 税 金 資 産  76,787   71,149   

 10. 自 己 株 式  1,350   264   
 11. そ の 他  7,172   141,613   
 12. 貸 倒 引 当 金  △9,506   △1,895   

流 動 資 産 合 計  7,151,863 37.8  7,310,555 34.5 158,692 
Ⅱ 固 定 資 産        
 (1) 有 形 固 定 資 産        

  1． 建 物  2,628,953   3,038,851   
  2． 構 築 物  1,337,674   1,392,049   
  3． 機 械 及 び 装 置  2,410,367   3,940,478   

  4． 船 舶  252   252   
  5． 車 両 運 搬 具  10,981   18,917   
  6． 工具、器具及び備品  286,199   319,203   

  7． 土 地  3,887,905   3,887,905   
  8． 建 設 仮 勘 定  56,594   95,528   

   有形固定資産合計  10,618,929 56.1  12,693,187 59.9 2,074,257 
 (2) 無 形 固 定 資 産        
  1． 特 許 権  110   36   
  2． 借 地 権  100,000   100,000   

  3． ソ フ ト ウ ェ ア  114,531   156,208   
  4． そ の 他  7,737   7,496   

   無形固定資産合計  222,380 1.1  263,741 1.2 41,361 
 (3) 投資その他の資産        
  1． 投 資 有 価 証 券  261,285   225,017   
  2． 関 係 会 社 株 式  382,195   382,195   

  3． 出 資 金  600   600   
  4． 従業員長期貸付金  4,327   6,614   
  5． 繰 延 税 金 資 産  87,924   113,000   

  6． そ の 他  207,131   215,536   
  7． 貸 倒 引 当 金  △18   △7,300   

    投資その他の資産合計  943,446 5.0  935,663 4.4 △7,782 

固 定 資 産 合 計  11,784,756 62.2  13,892,592 65.5 2,107,836 
資   産   合   計  18,936,619 100.0  21,203,148 100.0 2,266,528 
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(単位：千円、端数切捨て) 
第 50 期 

(平成 12 年 3 月 31 日現在) 
第 51 期 

(平成 13 年 3 月 31 日現在) 
期    別 

科    目 
金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 

( 負 債 の 部 )   ％   ％  

Ⅰ 流 動 負 債        

 1. 支 払 手 形  630,301   856,721   

 2. 買 掛 金  512,288   578,401   

 3. 短 期 借 入 金  3,220,000   3,250,000   

 4. 一年以内返済予定長期借入金  2,564,618   2,721,598   

 5. 未 払 金  211,625   525,780   

 6. 未 払 費 用  45,856   56,461   

 7. 未 払 法 人 税 等  503,259   272,998   

 8. 未 払 消 費 税 等  34,042   －   

 9. 預 り 金  9,507   11,053   

 10. 賞 与 引 当 金  213,569   218,268   

 11. 設 備 関 係 支 払 手 形  177,526   1,904,516   

流 動 負 債 合 計  8,122,595 42.9  10,395,801 49.0 2,273,205 

Ⅱ 固 定 負 債        

 1. 長 期 借 入 金  5,715,409   5,175,861   

  2. 退 職 給 与 引 当 金  764,403         －   

  3. 退 職 給 付 引 当 金  －   628,971   

  4. 役員退職慰労引当金  －   116,139   

固 定 負 債 合 計  6,479,812 34.2  5,920,972 27.9 △558,840 

負   債   合   計  14,602,408 77.1  16,316,773 76.9 1,714,365 

( 資 本 の 部 )        

Ⅰ 資 本 金  800,088 4.2  800,088 3.8 － 
Ⅱ 資 本 準 備 金  695,397 3.7  695,397 3.3 － 
Ⅲ 利 益 準 備 金  89,475 0.5  102,772 0.5 13,297 

Ⅳ その他の剰余金        

 1． 任意積立金        

  (1) 固定資産圧縮記帳積立金 214,083   214,083    

  (2) 別 途 積 立 金 1,650,000 1,864,083  2,300,000 2,514,083   

 2． 当期未処分利益  885,166   795,648   

その他の剰余金合計  2,749,249 14.5  3,309,731 15.6 560,482 

その他有価証券評価差額金  －   △21,615 △0.1 △21,615 

資   本   合   計  4,334,211 15.0  4,886,374 23.1 552,163 

負 債・資 本 合 計  18,936,619 100.0  21,203,148 100.0 2,266,528 
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                                               損 益 計 算 書          (単位：千円、端数切捨て) 
第 50 期 

自平成 11 年 4 月 1 日 
至平成 12 年 3 月 31 日 

第 51 期 
自平成 12 年 4 月 1 日 
至平成 13 年 3 月 31 日 

増  減 
                   期    別 
 
科    目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 
   ％   ％  
Ⅰ 売    上   高         
 1． 商 品 売 上 高 52,082   57,534    
 2． 製 品 売 上 高 7,670,313   8,224,387    
 3． タ ン ク 営 業 収 入 1,384,348   1,311,180    
 4． そ の 他 売 上 107,890 9,214,634 100.0 97,212 9,690,314 100.0 475,680 
Ⅱ 売 上 原 価         
 1． 商 品 売 上 原 価        
 (1) 期首商品たな卸高 ―   ―    
 (2) 当 期 商 品 仕 入 高 50,318   55,832    
  合 計 50,318   55,832    
 (3) 期末商品たな卸高 ―   ―    
 商 品 売 上 原 価 50,318   55,832    
 2． 製 品 売 上 原 価        
 (1) 期首製品たな卸高 2,550,363   2,369,429    
 (2) 当期製品製造原価 5,473,551   6,034,837    
  合 計 8,023,914   8,404,266    
 (3) 他 勘 定 振 替 高 30,937   26,145    
 (4) 期末製品たな卸高 2,369,429   2,543,081    
 製 品 売 上 原 価 5,623,547   5,835,038    
 3． タ ン ク 営 業 原 価 750,659   747,180    
 4． そ の 他 売 上 原 価 4,109 6,428,636 69.8 54,852 6,692,904 69.1 264,268 
 売  上  総  利  益  2,785,998 30.2  2,997,410 30.9 211,412 
Ⅲ 販売費及び一般管理費   1,418,193 15.4  1,607,991 16.6 189,798 
 営 業 利 益  1,367,804 14.8  1,389,418 14.3 21,614 
Ⅳ 営 業 外 収 益         
 1． 受 取 利 息 2,390   1,293    
 2． 受 取 配 当 金 1,465   15,235    
 3． 保 険 受 取 配 当 金 27,918   23,784    
 4． 受 取 家 賃 11,044   5,046    
 5. 為 替 差 益 ―   6,156    
 6． 雑 収 入 6,829 49,648 0.5 8,847 60,365 0.7 10,717 
Ⅴ 営 業 外 費 用         
 1． 支払利息及び割引料 295,301   ―    
 2． 支 払 利 息 ―   251,777    
 3． 株 式 公 開 費 用 42,543   ―    
 4． 雑 損 失 34,377 372,221 4.0 45,012 296,790 3.1 △75,431 
 経 常 利 益  1,045,230 11.3  1,152,994 11.9 107,763 
Ⅵ 特 別 利 益         
 1．貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ―   7.630    

 2． 退 職 給 付 会 計 処 理 基 準 
変 更 時 差 異 

― ― ― 47,128 54,759 0.5 54,759 

Ⅶ 特 別 損 失         
 1． 固 定 資 産 除 却 損 23,590   7,152    
 2. ゴルフ会員権評価損 ― 23,590 0.2 9,700 16,852 0.2 △6,737 
 税 引 前 当 期 純 利 益  1,021,640 11.1  1,190,900 12.2 169,260 
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(単位：千円、端数切捨て) 

第 50 期 
自平成 11 年 4 月 1 日 
至平成 12 年 3 月 31 日 

第 51 期 
自平成 12 年 4 月 1 日 
至平成 13 年 3 月 31 日 

増  減 
                   期    別 
 
科    目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 

 法人税、住民税及び事業税 539,000   488,000   445,000 

 法 人 税 等 調 整 額 △82,020 456,980 5.0 △3,784 484,215 5.0  

 当 期 純 利 益  564,660 6.1  706,685 7.2 417,976 

 前 期 繰 越 利 益  82,788   127,425   

 中 間 配 当 金  ―   34,965   

 
中 間 配 当 に 伴 う                        
利 益 準 備 金 積 立 額 

 ―   3,497   

 過年度法人税等調整額  82,691   ―   

 
税効果会計適用に伴う固定
資産圧縮記帳積立金取崩額  155,026   ―   

 当 期 未 処 分 利 益  885,166   795,648  △89,517 

         
                                            

 

利 益 処 分 (案)               (単位：千円、端数切捨て) 
                  期  別 
 
 科  目 

第 50 期 
自平成 11 年 4 月 1 日 
至平成 12 年 3 月 31 日 

第 51 期 
自平成 12 年 4 月 1 日 
至平成 13 年 3 月 31 日 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益  885,166  795,648 

Ⅱ 利 益 処 分 額     

 1． 利 益 準 備 金 9,800  7,997  

 2． 配 当 金 55,940  34,965  

 3． 役 員 賞 与 金 42,000  45,000  

  ( う ち 監 査 役 分 ) (4,300)  (5,600)  

 4． 任 意 積 立 金     

  別 途 積 立 金 650,000 757,740 550,000 637,962 

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益  127,425  157,685 
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 重 要 な 会 計 方 針   

期  別 
 
項  目 

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

第  51  期 
自 平成12年 4月 1日 
至 平成13年 3月31日 

 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

有価証券 

(1）取引所の相場のある有価証券 
  総平均法による低価法（洗替え方
式） 

その他有価証券 
(1) 時価のあるもの 
 決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法より算定） 

１．有価証券の評価基準及び
評価方法 

(2）その他の有価証券 
  総平均法による原価法 

(2) 時価のないもの 
    総平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

製品、商品、原材料､仕掛品 
  総平均法による原価法 
貯蔵品 
 最終仕入原価法による原価法 

製品、商品、原材料､仕掛品 
同    左 

貯蔵品 
同    左 

３．固定資産の減価償却の方
法 

有形固定資産 
  法人税法の規定に基づく定率法 
  但し平成10年4月1日以降取得した建物
（建物附属設備を除く）については定額
法を採用しております。 

有形固定資産 
  定率法 
  但し平成10年4月1日以降取得した建物
（建物附属設備を除く）については定額
法を採用しております。 
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期  別 
 
項  目 

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

第  51  期 
自 平成12年 4月 1日 
至 平成13年 3月31日 

 無形固定資産 
自社利用のソフトウェアについては、
社内における見込利用可能期間(5 年)に
基づく定額法、それ以外の無形固定資産
については、法人税法の規定に基づく、
減価償却と同一の基準による定額法を採
用しております。 

(追加情報) 
  前期まで投資その他の資産の「長期前
払費用」に計上していたソフトウェアに
ついては、「研究開発費及びソフトウェ
アの会計処理に関する実務指針」(日本公
認会計士協会会計制度委員会報告書第 12
号 平成 11 年 3 月 31 日)における経過措
置の適用により、従来の会計処理方法を
継続して採用しております。ただし同報
告により上記に係るソフトウェアの表示
については、投資その他の資産の「長期
前払費用」から無形固定資産の「ソフト
ウェア」に科目名を変更し、減価償却の
方法については、社内における利用可能
期間(5年)に基づく定額法によっておりま
す。なお、当期に発生した自社利用のソ
フトウェアについては、「研究開発費等
に係る会計基準」(企業会計審議会平成 10
年 3 月 31 日)に基づき、無形固定資産に
「ソフトウェア」として計上し、上記の
方法により償却を行っております。 

無形固定資産 
自社利用のソフトウェアについては、
社内における見込利用可能期間(5 年)に
基づく定額法、それ以外の無形固定資産
については、定額法を採用しております。 
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期  別 
 
項  目 

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

第  51  期 
自 平成12年 4月 1日 
至 平成13年 3月31日 

４．繰延資産の処理方法 新株発行費 
支出時に全額費用として処理してお
ります。 
平成12年3月17日付一般募集による新
株式の発行は、引受証券会社が発行価額
で引受を行い、これを発行価額と異なる
募集価額で一般投資家に販売する買取
引受契約(「新方式」という。)によって
おります。 
「新方式」では、募集価額と発行価額
との差額は、引受証券会社の手取金であ
り、引受証券会社に対する事実上の引受
手数料となることから、当社から引受証
券会社への引受手数料の支払いはあり
ません。平成12年3月17日付一般募集に
よる新株式発行に際し、募集価額と発行
価額との差額の総額は60,000千円であ
り、引受証券会社が発行価額で引受を行
い、同一の募集価額で一般投資家に販売
する買取引受契約(「従来方式」という。)
による新株式発行であれば、新株発行費
として処理されていたものであります。 
  このため、「新方式」では、「従来方
式」に比べ、新株発行費は60,000千円少
なく計上され、また経常利益および税引
前当期純利益は同額多く計上されてお
ります。 

 
 
 
 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 
  債権の貸倒れに備えるため法人税 
法に基づく限度相当額のほか、個別 
債権の回収可能性を考慮した引当額 

   を計上しております。 

(1)貸倒引当金 
      債権の貸倒れに備えるため一般債
権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等については個別債権の回
収可能性を考慮した引当額を計上し
ております。 

 (2）賞与引当金 
      従業員の賞与の支給に備えるた
め、支給見込額のうち、当期発生分
を計上しております。 
 

 (2)賞与引当金 
      従業員の賞与の支給に備えるため、
支給見込額のうち、当期発生分を計上
しております。 

 (3）退職給与引当金 
    従業員の退職金の支給に備えるた  
め、従業員の自己都合退職の場合の 
期末要支給額を計上しております。 
 
  
 
 

 (3)退職給付引当金 

従業員の退職金の支給に備えるた
め、当事業年度末における退職給付債
務の見込額に基づき、当事業年度末に
おいて発生していると認められる額を
計上しております。 

なお、退職給付会計基準変更時差異
(47,128千円)については全額を当事業
年度の収益として計上しております。 

数理計算上の差異は、全額その発生
時の費用としております。 
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期  別 
 
項  目 

第  50 期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

第  51 期 
自 平成12年 4月 1日 
至 平成13年 3月31日 

  (4）役員退職慰労引当金 
   役員退職慰労金の支出に備えるた  
 め、内規に基づく期末要支給額を計 
 上しております。 
   なお、役員の退職給付引当金期末残
高は112,491千円であります。 

 

(4）役員退職慰労引当金 
  役員退職慰労金の支出に備えるた  
め、内規に基づく期末要支給額を計 
上しております。 
      

６．リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

同    左 

７．その他財務諸表作成のた
めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同    左 

 
 (追加情報)  

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

第  51  期 
自 平成12年 4月 1日 
至 平成13年 3月31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(税効果会計) 
  財務諸表規則の改正により、当期から税効果会計を適
用して財務諸表を作成しております。これに伴い、従来
の税効果会計を適用しない場合と比較し、繰延税金資産
164,711 千円（流動資産 76,787 千円、投資その他の資産
87,924 千円）が新たに計上されるとともに、当期純利益
は 82,020 千円、未処分利益は 319,738 千円多く計上され
ております。 
 

(退職給付会計) 

 当事業年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付
に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議
会 平成10年6月16日））を適用しております。この変更
に伴い、退職給付費用は26,104千円増加し、経常利益は
24,783千円減少し、税引前当期純利益は22,345千円多く
計上されております。また、退職給与引当金及び企業年
金の過去勤務債務等に係る未払金は退職給付引当金に含
んでおります。 

（金融商品会計） 
当事業年度から金融商品会計に係る会計基準（「金融
商品会計に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会平成11年1月22日））を適用しておりますこ
の変更に伴い、従来の方法と比較して経常利益は35,195
千円増加し、税引前当期純利益は33,126千円増加してお
ります。 

（外貨建取引等会計処理基準） 
当事業年度より改訂後の外貨建取引等会計処理基準
（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」
(企業会計審議会 平成11年10月22日)）を適用しており
ます。この変更に伴う影響は軽微であります。 
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注 記 事 項 
 
（貸 借 対 照 表 関 係）  

第  50  期 
（平成12年 3月31日現在） 

第  51  期 
（平成13年 3月31日現在） 

１．減価償却累計額 １．減価償却累計額 

 建 物 2,169,516千円  建 物 2,409,705千円 
 構 築 物 4,076,339千円  構 築 物 4,215,295千円 
 機 械 及 び 装 置 7,376,961千円  機 械 及 び 装 置 7,923,221千円 
 船 舶 4,797千円  船 舶 4,797千円 
 車 両 運 搬 具 26,745千円  車 両 運 搬 具 35,587千円 

 工具、器具及び備品 1,174,828千円  工具、器具及び備品 1,281,681千円 

  
２．担保に供されている資産及びこれに対応している 
     債務 

２．担保に供されている資産及びこれに対応している 
     債務 

 (1)担保に供されている資産  (1)担保に供されている資産 
 

 建 物 2,091,199千円  建 物 1,904,673千円 
 構 築 物 960,334千円  構 築 物 878,454千円 
 機 械 及 び 装 置 37,539千円  機 械 及 び 装 置 31,296千円 
 土 地 3,814,281千円  土 地 3,814,281千円 
 投 資 有 価 証 券 19,685千円   計 6,628,706千円  
 計 6,923,040千円      
      上記のうち工場財団設定分        上記のうち工場財団設定分  

 建 物 76,851千円   建 物 72,766千円  
 構 築 物 960,334千円   構 築 物 878,454千円  
 機 械 及 び 装 置 37,539千円   機 械 及 び 装 置 31,296千円  
 土 地 1,735,807千円   土 地 1,735,807千円  
 計 2,810,532千円   計 2,718,325千円  

 (2)上記に対応する債務  (2)上記に対応する債務 

 短 期 借 入 金 3,220,000千円   短 期 借 入 金 3,250,000千円  

 
1年以内返済予定 
長 期 借 入 金 

2,564,618千円  
 1 年以内返済予定 
長 期 借 入 金 

2,721,598千円  

 長 期 借 入 金 5,715,409千円   長 期 借 入 金 5,175,861千円  
 計 11,500,027千円   計 11,147,459千円  

  
３．主な外貨建資産･負債 ３．主な外貨建資産･負債 

 ( 科 目 ) ( 外 貨 額 ) (貸借対照表計上額)  ( 科 目 ) ( 外 貨 額 ) (貸借対照表計上額) 

 
 売 掛 金 
投資有価証券 

 米ﾄﾞﾙ   1,434千 
 米ﾄﾞﾙ     150千 

152,240千円 
16,485千円 

 
 売 掛 金 
投資有価証券 

米ﾄﾞﾙ    926千 
米ﾄﾞﾙ    150千 

114,794千円 
18,585千円 

 
 
投資有価証券 
関係会社株式 

 ﾀｲﾊﾞｰﾂ  2,000千 
 米ﾄﾞﾙ     400千 

22,151千円 
48,800千円 

 
 
投資有価証券 
関係会社株式 

 ﾀｲﾊﾞｰﾂ 2,000千 
 米ﾄﾞﾙ    400千 

5,520千円 
48,800千円 

  
４．授権株式数及び発行済株式総数 ４．授権株式数及び発行済株式総数 

 授 権 株 式 数 20,000,000株  授 権 株 式 数 20,000,000株 

 発 行 済 株 式 総 数 6,993,390株  発 行 済 株 式 総 数 6,993,390株 

５．受取手形割引高 ５．受取手形割引高 

 451,581千円  649,986千円 

    

  



 11

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

第  51  期 
自 平成12年 4月 1日 
至 平成13年 3月31日 

６．期末日満期手形 
期末日満期手形の会計処理については、手形交換日
をもって決済処理している。 
なお、当事業年度の末日は金融機関が休日であるた
め、次の期末日満期手形が、期末日残高に含まれてい
る。   

 

     受取手形 

     支払手形 

197,260千円 
4,149千円 

 

（損 益 計 算 書 関 係）  

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

第  51  期 
自 平成12年 4月 1日 
至 平成13年 3月31日 

１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 １．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

 営 業 外 費 用 17,713千円   原 材 料 1,673千円  
 広 告 宣 伝 費 3,219千円   営 業 外 費 用 7,510千円  
 研 究 開 発 費 10,005千円   広 告 宣 伝 費 4,314千円  

 計 30,937千円   研 究 開 発 費 12,647千円  
     計 26,145千円  

  
２．販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用 
    のおおよその割合は24%であり、一般管理費に属 
    する費用のおおよその割合は76%であります。 

    販売費及び一般管理費の主要費目及び金額は次の 
    とおりであります。 

２．販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用 
    のおおよその割合は23%であり、一般管理費に属 
    する費用のおおよその割合は77%であります。 

    販売費及び一般管理費の主要費目及び金額は次の 
    とおりであります。 

 運 賃 128,100千円   運 賃 137,793千円  
 役 員 報 酬 90,990千円   役 員 報 酬 99,510千円  
 給 料 195,982千円   給 料 195,077千円  
 減 価 償 却 費 33,836千円   減 価 償 却 費 56,798千円  
 賞与引当金繰入額 60,572千円   賞与引当金繰入額 69,040千円  
 退職給与引当金繰入額 18,909千円   退 職 給 付 費 用 25,249千円  
 支 払 手 数 料 95,420千円      
        
３．販売費及び一般管理費に含まれている研究開発費 ３．販売費及び一般管理費に含まれている研究開発費 
  562,312千円    687,905千円  

  

４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 構 築 物 1,680千円   建 物 付 属 設 備 245千円  
 機 械 及 び 装 置 20,960千円   構 築 物 3,285千円  
 車 両 運 搬 具 241千円   機 械 及 び 装 置 1,821千円  
 工具、器具及び備品 708千円   車 両 運 搬 具 12千円  
 計 23,590千円   工具、器具及び備品 1,788千円  
     計 7,152千円  
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(リ ー ス 取 引 関 係） 

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

第  51  期 
自 平成12年 4月 1日 
至 平成13年 3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス･リース取引 
(2) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相 
   当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス･リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相 
   当額及び期末残高相当額 

(単位:千円) (単位:千円) 
 

 
取得価額
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高
相 当 額 

  
 

取得価額
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高
相 当 額 

 

 車両運搬具 29,934 16,915 13,018   建 物 68,486 570 67,915  
 工 具 ､ 器 具 
及 び 備 品 

39,735 15,837 23,898   機 械 装 置 100,584 838 99,746  

 ソフトウェア 22,976 9,108 13,868   車両運搬具 26,814 19,799 7,014  
 合 計 92,646 41,861 50,785   工 具 ､ 器 具 

及 び 備 品 
58,780 23,773 35,007  

 ソフトウェア 33,929 13,028 20,900  
 合 計 288,594 58,010 230,584  

（注）期末取得価額相当額は、未経過リース料期末残  
    高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低  
    いため、「支払利子込み法」により算定しており 
    ます。 
 

（注）期末取得価額相当額は、未経過リース料期末残 
    高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低 
    いため、「支払利子込み法」により算定しており 
    ます。 

  (2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 以 内 16,594千円   １ 年 以 内 35,002千円  
 １ 年 超 34,190千円   １ 年 超 195,581千円  
 合 計 50,785千円   合 計 230,584千円  

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー 
     ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め 
     る割合が低いため、「支払利子込み法」により算 
     定しております。 
      

(3)当期の支払リース料及び減価償却費相当額 

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー 
     ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め 
     る割合が低いため、「支払利子込み法」により算 
     定しております。 
      

(3)当期の支払リース料及び減価償却費相当額 
 支 払 リ ー ス 料  16,750千円   支 払 リ ー ス 料  19,110千円  

 減価償却費相当額 16,750千円   減価償却費相当額 19,110千円  

(4)減価償却費相当額の算定方法 
     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす 
   る定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす 
   る定額法によっております。 

 



 13

（税効果会計関係） 
第  50  期 

（平成12年 3月31日現在） 
第  51  期 

（平成13年 3月31日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

     繰延税金資産       繰延税金資産  
      賞与引当金繰入限度超過額 32,163 千円         賞与引当金繰入限度超過額 45,987 千円  
      未払事業税 40,803 千円         未払事業税 21,694 千円  
       退職給与引当金 229,565 千円         退職給付引当金 185,740 千円  
       その他 17,206 千円         役員退職慰労引当金 48,778 千円  

小  計 319,738 千円       その他有価証券評価差額金 15,652 千円  
          その他 21,321 千円  
   小  計 339,175 千円  

      

    繰延税金負債       繰延税金負債   
      固定資産圧縮記帳準備金 △155,026 千円        固定資産圧縮記帳準備金 △155,026 千円  

小  計 △155,026 千円  小  計 △155,026 千円  
      

    繰延税金資産純額 164,711 千円      繰延税金資産純額 184,149 千円  

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
と差異の項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
と差異の項目別内訳 

  法定実効税率 42.00 ％  

 交際費永久に損金に算入されない項目 2.21 ％  
 住民税均等割等 0.17 ％  
 その他                                0.35 ％  
 税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.73 ％  

    

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との差異が法定実効税率の 100 分の５以下であ
るので省略いたしました。 

 

 
（１ 株 当 た り 情 報）   

期  別 
 
項  目 

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

第  51  期 
自 平成12年 4月 1日 
至 平成13年 3月31日 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 619.76円 698.74円 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 93.57円 101.05円 

 

なお、潜在株式調整後1株当たり当
期純利益金額については、新株引受
権付社債及び転換社債の発行がな
いため、記載しておりません。 

同       左 

 

  
 (重要な後発事象) 
    該当事項はありません。 



 14

１３．役 員 の 異 動 
 
１．代表者の異動     

 該当事項はありません。    

     

２．その他役員の異動 (平成 13 年 6 月 22 日予定)   

     

   氏   名  ( 役 職 名 等 ) 

 新 任 取 締 役候補  小 澤  元  (元 大東京火災海上保険㈱取締役社長) 

      

 

       


